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第 1 章 計画の趣旨等 
 

 

本町の森林・ 林業をめぐ る 歴史と し ては、 古く は、 個々の住居で使用する エネルギー資

源と なっ た薪炭林と し ての利用が多く 見ら れていま し た。 ま た、 府内最大の森林面積を有

する も のの、 森林の主な様相はマツ林と と も に、 ク ヌ ギやコ ナラ が主林木と なった広葉樹

林で、 人の暮ら し と の関わり が保たれた里山林が町域全体に広がっていた。  

こ のよ う な里山林に変化が生じ た事象と し て、 昭和 50 年代に我が国で広がった松く い

虫によ る 被害で、 町内のマツ林にも 見る 見る う ちに被害が及んだ。  

こ う し た時期に符合し て、 昭和 55 年に林野庁が制度を 創設し た林業振興地域整備計画

制度を大阪府と 連携し て適用し 、 松く い虫被害対策のほか、 特用林産振興対策事業や林業

構造改善事業、 林道整備事業等を実施する 計画を策定し 、 各般の事業を執行し てき た経過

がある 。  

その後、 昭和 58 年の森林法の改正によ り 制度化さ れた市町村森林整備計画制度を受け

て、 本町が「 能勢町森林整備計画」 を 策定し てき ている 。  

こ う し た経過がある 中で、 国が令和元年度から 全国の自治体に交付を開始し た森林環境

譲与税の予算執行を本町においても 実施する こ と と なった。  

本町における 法律に基づく 森林・ 林業の行政計画と し ては、 森林整備計画のみである が、

本計画は、 町内の森林のゾーニングの考え方と 個々のゾーニングに応じ た森林施業の基本

的な方針を 示すこ と が主と なっており 、 森林整備を進める う えでの具体的な事業を想定し

た計画にはなっていない。  

そこ で、 今般、 本町に交付さ れる 森林環境譲与税はも と よ り 、 大阪府が実施する 森林整

備関係事業も 含め、 森林整備に充てら れる 財源を念頭に、 10 年間を期間と する 森林整備の

実施根拠と する 「 能勢町森林整備実施計画」（ 以下、「 実施計画」 と いう ） を策定する も の

である 。  

 

 

 

令和 4 年 7 月に策定し た第６ 次能勢町総合計画（ 以下、「 総合計画」 と いう ） において、

「 森林資源の保全と 活用」 は、 特に重点的に実施する 施策と し て位置づけている 。 具体的

な取組みと し て、「 里山活力創造推進事業」 によ る 萌芽更新や能勢町の補助を 組み込んだ

森林整備事業等の事業強化、 さ ら には公共施設等における 地域材利用の促進を 掲げており 、

こ う し た取組については、 本実施計画においても 計画期間内で取り 組む事業と し て位置づ

ける も のである 。  

ま た、 令和 6 年 5 月に改定し た能勢町地球温暖化対策実行計画においては、 当該計画の

実現に向けた重点施策の中で、 森林吸収源対策と し て位置づけし ている 「 都市部と の連携

によ る 森林整備の推進」 を掲げている が、 その具体化に向けた検討を進める と いっ た方向

性を本実施計画で示し ている 。  

さ ら に、 能勢町 SDGs 未来都市計画（ 2024～2026） においては、 里山資源管理の取組

方向と し て、「 都市部自治体の森林環境譲与税等によ る 森林整備を 積極的に受け入れ、 整

備し た山林の CO2 吸収量を最大化さ せる こ と でカーボンオフセッ ト の検討等、 都市部と 能

１ ． 策定の趣旨 

２ ． 町の他計画と の関係性 
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勢町の双方にメ リ ッ ト がある 取組みを進める 」 と 示し ている こ と から 、 地球温暖化対策実

行計画と の関係性と 同様に、 本実施計画において具体化に向けた検討を 進める こ と を 示し

ている 。  

本実施計画は、 こ う し た本町の関連計画と の整合性を 図り つつ、 森林整備を 具体的に進

めていく 行動計画の要素を持った計画と し て位置づける 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ １ ）  計画期間 

計画の期間は、 令和 8（ 2026） 年度から 令和 17（ 2035） 年度ま での 10 年間と

する 。  

ただし 、 総合計画の期間が、 令和 13（ 2031） 年度ま でと なっている こ と から 、

今後、 総合計画の改定によ り 、 新たな総合計画の内容と の整合性が求めら れる 場合

には、 本実施計画の終了期間を待たずに新たな総合計画を踏ま え、 計画の改定を行

う こ と と する 。  

（ ２ ） 対象と する 森林 

    本実施計画の対象と する 森林は、 町内に所在する 、 森林法第 5 条に基づく 地域森

林計画の対象と なる 民有林と する 。  

 

 

 

 

 

 

３ ． 計画期間と 対象と する 森林 

第 6 次能勢町総合計画 

〔 令和 4（ 2 022） 年度策定）〕  

第 3 次能勢町環境基本計画 

〔 令和 3 （ 2021） 年度策定）〕  

能勢町第 2 期 

SDGs 未来都市計画 

（ 2024～2026）  

能勢町温暖化対策実行計画 

〔 令和 6（ 2024） 年度改定〕  

能勢町森林整備実施計画 

〔 令和 7（ 2025 ） 年度策定）〕  

即す 

即す 

即す 

連携 

連携 

連携 

森林法に基づく 計画制度 

森林・ 林業基本計画 

森林・ 林業基本計画 

全国森林計画 

森林・ 林業基本計画 

大阪地域森林計画 

森林・ 林業基本計画 

能勢町森林整備計画 

（ 計画期間）  

令和 4 年 4 月 1 日～ 

令和 12 年 3 月 31 日 

森林・ 林業基本計画 

連携 

即す 

即す 

即す 

図１  能勢町の関連計画と の関係性（ 令和 7 年 3 月 31 日現在）  
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第２ 章 現状 
 

 

（ １ ） 森林の現状 

本町は、 大阪府の最北端に位置し 、 東部は京都府亀岡市、 西部は兵庫県猪名川町、 南部

は兵庫県川西市及び大阪府豊能町、 北部は京都府南丹市及び兵庫県丹波篠山市に接し てい

る 。   

本町の森林地域には、 深山（ 標高791m ）、 剣尾山（ 同784ｍ）、 小和田山（ 同611ｍ）、

歌垣山（ 同553ｍ）、 三草山（ 同564m ） と いっ た山があり 、 大阪地域森林計画の北摂山系

の一部を形成し ている 。  

ま た、 こ れら の山域の大部分は、 府立北摂自然公園に含ま れており 、 北摂山系から 金剛

生駒山系、 さ ら に和泉葛城山系ま でを連絡する おおさ か環状自然歩道の北の玄関口と なっ

ている 。   

本町の総面積 9,875ha のう ち、 森林面積は 7,659ha  で総面積の約 78％を占めており 、

すべて民有林である 。 そのう ちス ギ・ ヒ ノ キを主体と し た人工林の面積は 2,766ha であり 、

人工林率は約 36％と なっている 。  

本町の森林には、 ク ヌ ギやコ ナラ を 主体と する 広葉樹林が多く 見ら れ、 天然林を含む広

葉樹林の面積は 2,784ha で、 森林全体の約 36％を占めており 、 人工林率と 同程度と なっ

ている 。  

人工林の資源構成を見る と 、 8 齢級以上の森林が 8 割近く を占めており 、 今後成熟期を

迎える にあたり 適正な管理が必要と なっている 。  

ま た、 本町の森林は、 林産物の生産、 国土の保全、 水源涵養、 自然環境の保全等多面的

な機能を 有し 、 こ れら の機能の発揮を通し て地域住民の生活と 深く 結びついている が、 近

年、 都市住民における 森林に対する 意識の高ま り や、 森林地域における 豊かな生物多様性

への関心が高まる 中で、 期待さ れる 役割も 多様化し てき ている 。  

こ う し た町内の森林の特性を 踏ま えながら 、 今後も 森林の有する 諸機能の高度発揮が求

めら れている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ． 森林・ 林業の現状 

森林と 農地が広がる 能勢町の景観 
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図 2  能勢町の森林の林相区分図  
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図 3 能勢町の森林資源構成表（ 令和 8 年 2 月 27 日現在／大阪府調べ）  
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25.24 28.10 28.97 

36.69 

23.31 

32.50 

29.49 26.02 

図 4  能勢町内での間伐実施面積の推移（ 大阪府森林組合調べ）  

 

人工林・ 針葉樹 人工林・ 広葉樹 天然林・ 針葉樹

天然林・ 広葉樹 竹林 その他無立木地

人工林・ 針葉樹 2 ,3 45h a

人工林・ 広葉樹 421 ha
天然林・ 針葉樹 2,3 8 9ha

天然林・ 広葉樹 2,3 6 3ha

竹林 1 2ha その他無立木地 12 9ha
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（ ２ ） 林業の現状 

町内での森林整備活動の中心は、 ス ギ・ ヒ ノ キの人工林における 間伐の実施である が、

過去 10 年間での間伐実施面積の推移を見る と 、 図 4 のと おり 国の間伐対策の補助事業を

主体と し て間伐を推進し ている と こ ろである 。  

ま た、 国の間伐対策の補助事業については、 林業生産活動のコ アエリ アと し てま と ま り

のある 森林が 9 団地、 906ha あり 、 こ れら の森林において、 森林組合が事業主体と なり 、

搬出間伐が行われている 。  

搬出さ れた間伐材は、 令和元年度以降、 府内の自治体が実施する 森林環境譲与税を財源

と し た木材利用の取組に活用さ れている 。  

し かし ながら 、 森林経営計画策定の対象ではないス ギ・ ヒ ノ キ林では、 大阪府が実施す

る 保安林整備を目的と し た本数調整のための伐採がある も のの、 事業規模と し ては大き く

なく 、 伐採木の搬出も 行われていないこ と から 、 町内の林業生産活動と し ては、 依然と し

て低調な状況にある 。  

一方で、 本町の「 里山活力創造推進事業」 など を通じ て、 町内の広葉樹林から 伐採・ 搬

出さ れた木材から 森林組合が薪を生産し 、 近隣の郊外住宅地の薪ス ト ーブユーザー等に販

売し ている 。  

広葉樹の薪はス ギやヒ ノ キの薪に比べ、 燃焼時間が長 いこ と から 、 近年、 広葉樹の薪へ

の需要は旺盛な状況にある 。  

ま た、 江戸時代から の長 い歴史を有する 能勢産のク ヌ ギ材を使った菊炭の生産も 1 事業

者のみではある が現在も 続けら れている 。  

町内には、 28 路線、 総延長 約 24 ㎞の林道が通っており 、 すべての路線が本町の管理で

ある 。  

林道の路線形態と し ては、 林道間を ネッ ト ワ ーク する 路線は無く 、 行き 止ま り 型の林道

である 。  

作業道は、 30 路線、 総延長 が約 40 ㎞整備さ れており 、 森林組合が管理し ている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林経営計画策定森林での間伐作業 能勢産の薪 

能勢産の菊炭 
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本町は、 大都市近郊に位置する にも かかわら ず、 希少な生き も のが多数生息・ 生育し 、

大阪府のレ ッ ド リ ス ト 2014 に掲載の絶滅危惧種の植物が 66 種（ 府内全体の約 3 割）、 昆

虫類が 92 種（ 府内全体の約 7 割） 生育、 生息し ており 、 保全上極めて重要な地域と なっ

ている 。  

こ う し た生物多様性をめぐ る 高いポテンシャ ルを踏ま え、 府が 2014 年にレ ッ ド リ ス ト

の策定と あわせて、「 日本固有種を含め、 希少な野生動植物が生息・ 生育し 、 種の多様性

が高い地域」 を「 大阪府生物多様性ホッ ト ス ポッ ト （ 府内 55 箇所）」 を選定し ている が、

本町では府内市町村の中でも 最多の 6 箇所がホッ ト ス ポッ ト に選ばれている 。  

そのホッ ト ス ポッ ト の中でも 長 谷地区の三草山と 地黄地区の地黄湿地では、 公益財団法

人大阪みどり のト ラ ス ト 協会が 30 年に及ぶ長 き にわたり ボラ ンティ ア参加者を募集し な

がら 、 貴重な動植物の保護やその生息・ 生育に欠かせない自然環境の保全に取り 組んでい

る 。  

ま た、 全国の 665 自治体を 対象に都市域の生物多様性の豊かさ など について調査し 、

2016 年に公表さ れた「 全国の優れた生物多様性自治体ラ ンキング」 で 1 位に位置づけら

れる など 、 国内でも ト ッ プク ラ ス の生態系の豊かさ を 備えている 自治体と し て評価さ れて

いる 。   

こ のよ う な本町の豊かな生物多様性は、 300 年にも 及ぶ歴史ある 栗栽培やク ヌ ギ材を利

用し た菊炭生産を はじ めと する 「 里山」 を活用し た農業や林産業を通じ て、 多様な生き も

のの生息環境が維持さ れる こ と で培われてき た。   

さ ら に、 本町の里山は、 今なお人々によ って管理・ 利用さ れ、 生物多様性だけでなく 、

本町独特の里山景観の維持につながっている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ． 生物多様性の現状 

町内の里山の風景 

希少な蝶・ ヒ ロ オビ ミ ド リ シジミ  町の花・ ササユリ  
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第３ 章 課 題 

 

 

本町の森林は、 林産物の生産、 国土の保全、 水源涵養、 自然環境の保全等多面的な機能

を 有し 、 こ れら の機能の発揮を通し て地域住民の生活と 深く 結びついている 。 人工林のう

ち約 6 割が 8 齢級以上の森林である こ と から 、 今後成熟期を迎える にあたり 適正な管理が

必要と なっ ており 、 森林整備を進める う えでは作業路等の林内路網の整備の充実も 重要と

なってき ている 。   

一方で、 林業従事者の高齢化や木材価格の低迷、 経営コ ス ト の増大など林業を と り ま く

状況の悪化によ り 、 手入れ不足の人工林や利用さ れない里山林が増加し ており 、 こ う し た

問題は公益的機能の低下につながり 、 町民の生活に大き な影響を及ぼすおそれがある 。  

ま た、 森林所有者の所有森林への関心の低下と あいま っ て、 町内に在住する 所有者の減

少によ り 、 森林の境界が不明瞭な箇所も 増加し つつある など、 森林の整備において大き な

支障と なってき ている 。  

さ ら に、 町内ではシカの生息頭数の増加が深刻な問題と なっており 、 植林の際には、 食

害から 守る ための保護柵の設置が欠かせず、 造林コ ス ト の増嵩と いった影響が生じ ている

ほか、 森林の下層部の植生も シカの不嗜好な植物だけが残っている 森林も 多く 見ら れる 状

況にある 。 こ う し た森林の下層植生の貧困化は林地の土壌の裸地化を進行さ せており 、 降

雨時の土砂流出によ る 自然災害の発生リ ス ク を高める 要因になっている 。  

 

 

 

豊かな生物多様性を育んでき た能勢町の里山ではある が、 農家の減少や高齢化、 そし て

林産物の需要の低下に伴い、 管理や利用さ れずに放棄さ れる 里山が増加し ている 。  本町で

は山の斜面地、 民家の裏山に多く 生育する ク リ 林においても 管理放棄さ れた箇所が散見さ

れてき ており 、 ク リ 林では、 林床の草刈り が行われなく なる こ と で林の藪状化が進行し 、

特徴的な草地性の植物や昆虫などが見ら れなく なり つつある 。  

ま た、 ク ヌ ギ・ コ ナラ 林では、 木が伐採さ れないこ と で林内が暗く なり 、 明る い林内に

生息・ 生育し てき た生き も のが見ら れなく なってき ている 。  

さ ら に、 近年の獣害の顕在化も 問題で、 前述し たシカの食害から 守る ための植林時の防

護柵の設置では、 ス ギやヒ ノ キ、 ク ヌ ギ等の苗木だけでなく 、 栗栽培においては欠かすこ

と のでき ないク リ の苗木の植栽においても 同様に防護柵の設置が必要と なっており 、 栽培

コ ス ト の増嵩につながる こ と から 栗栽培農家の大き な負担と なっている 。  

加えて、 シカによ る 下層植生の食害は、 林内に生育・ 生息する 生き も のの貧困化も 招い

ている 。  

こ れま では当たり 前のよ う に受け継がれてき た、 豊かな生物多様性を育んでいる 里山資

源が、 こ のま までは次世代に継承さ れず失われていく こ と が危惧さ れる 状況にある 。  

 

 

 

 

１ ． 森林・ 林業の課題 

２ ． 生物多様性を めぐ る 課題 
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管理がさ れず藪状化し た雑木林 

シカが食べないアセビ だけが林床に残る 林 

管理放棄さ れたク リ 林 
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第 4 章 森林整備の基本方針等 

 

 

能勢町森林整備計画や大阪府森林整備指針を総合的に踏ま え、 今後森林経営計画を策定す

る に値する ポテンシャ ルを有する 森林はも と よ り 、 公益的機能の低下または機能の高度発揮

が阻害さ れている 森林、 さ ら には周辺に集落や公道があり 防災上適切な森林整備の実施が求

めら れる 森林などを抽出し 、 それら の森林の現状と 目標林型を 設定し 、 中・ 長 期的な誘導

手段を表1 に示す。  

 

表1  目標林型設定表 

 

現 状  区 分  目 標 林 型  中 ・ 長 期 的な 誘導 方 向 対 処 方 策 の 例 

 

 

人 工 林  

林 業 適 地  用 材 確 保 の た め
の ス ギ ・ ヒ ノ キ
人 工 林 育 成  

間 伐 、 主 伐更 新  間 伐 対 策 補 助 事 業 導 入 、
未 導 入 地 に あ っ て は 財 源
余 力 に 応 じ て 導 入 検 討  

林 業 不 適 地  ス ギ ・ ヒ ノ キ 人
工 林 の 健 全 化  

広 葉 樹 林 化  

防 災 目的 人工 林整 備  

（ 間 伐・ 本数 調整 伐 ）  

府 直 営 森 林 整 備 事 業 に よ
る 間 伐 ・ 本 数 調 整 伐 実 施  

森 林 環 境 譲 与 税 、 町 の 財
源 の 活用  

天 然 林  自 然 歩 道 沿 い  安 全 、 良 好 な 景
観 形 成  

歩 道 周辺 の 森 林整 備  

（ 危 険木 ・ 枯 損木 処 理 ）  

府 の 自 然 公 園 整 備 事 業 実
施 の 検 討 

森 林 環 境 譲 与 税 、 町 の 財
源 で の 森 林 整 備 の 検 討  

獣 害 対 策 に も 資 す る バ ッ
フ ァ ゾ ー ン 整 備 の 検 討  

林 道 沿 い の 用
材 林  

生 産 林  

（ 広 葉 樹 林 ）  

薪 材 ・ 炭 材等 用材 生 産  

更 新 伐 

町 の 財 源 で の 森 林 整 備 の
検 討 

獣 害 対 策 に も 資 す る バ ッ
フ ァ ゾ ー ン 整 備 の 検 討  

道 路 沿 い で は
な い  

広 葉 樹 林  獣 害 対 策 に も 資 す る バ ッ
フ ァ ゾ ー ン 整 備 の 検 討  

竹 林  管 理 さ れ た 竹
林  

竹 林 管 理 の 継 続  竹 林 の 間 伐 現 状 町 内 に は 対 象 と な る
竹 林 は 見 受 け ら れ な い  

竹 藪  藪 状 態 の 解 消  

広 葉 樹 林 化  

竹 林 の 間 伐 

皆 伐 後の 広葉 樹植 栽  

現 状 町 内 で は 竹 林 拡 大 の
様 子 は 見 受 け ら れ な い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ． 目標と する 森林（ 目標林型の設定等）  
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本実施計画における 森林整備は、 能勢町森林整備計画で示し ている 森林整備の基本的な

考え方と 同様に、 間伐を重点的に実施する こ と を基本方針と する 。  

ま た、 整備を進める ための事業については、 国の補助事業のほか、 府の治山関係事業や

保安林整備事業を 積極的に活用する と と も に、 本町の森林環境譲与税を 財源と し た事業

（ 以下、「 森林環境譲与税事業」 と いう ） によ り 計画的に間伐等の森林整備を 推進し てい

く こ と と し 、 以下に、 本実施計画において今後進める 森林整備の検討手順に関し ての考え

方を図 5 で示す。  

〔 図 5  森林整備実施計画の検討手順等〕  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 指標】  

２ ． 森林整備の基本方針 

傾斜度 

道路と の接道状況 

防災目的のための間伐等の適切な森林施業

が必要な森林の抽出 

 

ス ギ・ ヒ ノ キの人工林 

⇒ 森林経営計画策定区域以外での森林 

整備の必要性の検証 

【 指標】  
整備履歴確認・ 現地目視調査 

本実施計画期間における 間伐等

の森林整備実施計画の立案 

本実施計画期間における

マツ林の整備や有用広葉

樹林化の可能性の検討 

実施時期の検討 

【 指標】  

所有者承諾の得やすさ  

関係者の同意の得やすさ  

 

 

実施計画の決定 

（ 実施時期の前期、 後期の割り 振り 等）  

※関係者: 道路管理者、 近隣の住民等 

森林のま と ま り 具合 

住宅地・ 集落と の近接状況 

森林の区分と 能勢町における 森林整備
関係事業の考え方の整理 
 

ス ギ・ ヒ ノ キの人工林以外の森林 

⇒ マツ 林、 ク ヌ ギやコ ナラ が主体と なっ

た広葉樹林、 雑木林等 

府実施の山地災害防止目的の

森林整備計画の有無 
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図 6 能勢町の山地災害危険度が分かる 図面を添付 

図 7 能勢町内の公道・ 林道の路線が分かる 図面を添付 
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第５ 章 森林整備の取組み 
 

 

本森林整備実施計画の計画期間内で取り 組む森林整備と し ては、 第 4 章の 2 の森林整備

の基本方針で示し た考え方に基づき 選定を行っ た結果、 下表で示す未整備人工林における

間伐実施を中核的な取組みと する 。  

 

 表 2   未整備人工林における 間伐実施の対象林班 

整備の対象と なる 林班（ 地区）  整備の内容 人工林面積

（ ha）  

   12 林班（ 垂水）  間伐 18.0 

   43 林班（ 大里他）  間伐 25.4 

   52 林班（ 宿野）  間伐 18.9 

   54 林班（ 柏原他）  間伐 17.6 

   55 林班（ 平通）  間伐 24.2 

   56 林班（ 山内）  間伐 24.4 

   57 林班（ 山内）  間伐 28.0 

   73 林班（ 下田尻）  間伐 33.9 

   79 林班（ 野間中）  間伐 53.0 

         87 林班（ 地黄）  間伐 44.9 

                計  288.3 

 

表 2 で示す 10 の林班全体の人工林の合計面積は、 288.3ha と なる が、 森林経営計画策

定や府直営の間伐・ 本数調整伐の事業対象地から 外れる 区域である こ と から 、 こ れら 人工

林の整備については、 町の森林環境譲与税を活用する こ と を基本と し 、 加えて整備メ ニュ

ーである 間伐の作業実施前に伐採率や伐採区域の決定等を行う 森林調査業務を実施する 。  

ま た、 町内で実施さ れる 森林整備と し ては、 府直営によ る 間伐や本数調整伐を 行う 森林

整備事業がある 。 府直営の事業については、 令和 7 年度に府が策定さ れる 「 大阪府森づく

り 推進アク ショ ンプラ ン」 を基に、 今後、 10 年を期間と し て間伐等の実施計画をま と めら

れる 見込みである こ と から 、 本森林整備実施計画策定後において府から 年度別の整備計画

の提示を受け、 随時府が実施する 直営の森林整備事業と の調整を進めていく こ と と する 。  

さ ら に、 平成 20 年度から 町が事業化し ている 手つかずの里山において更新伐を実施し て

いる 里山再生事業については、 今後も 引き 続き 適所において事業を継続する こ と で管理さ

れずに藪状化し た里山の再生に取り 組んでいく 。  

一方で、 町内の森林の整備に関し ては、 未整備人工林における 間伐実施以外に、 下記に

示す森づく り の取組みについても 検討が必要である こ と から 、 今後、 本森林整備実施計画

の期間中、 関係者と の協議を 進める と と も に、 緊急度等も 勘案し つつ、 取組み方向につい

て検討し ていく こ と と する 。 ま た、 計画策定に際し ては、 該当地域の森林関係代表者へ電

話で概要を 説明し 、 森林整備の方向性について理解を いただいた。 施業の実施にあたって

は、 事前に森林調査を実施し 、 その結果を踏ま えたう えで所有者承諾の手続き を行う 。  

１ ． 計画期間内に取組む森林整備 
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図 8 表 2: 未整備人工林における 間伐実績の対象森林・ 過去の森林整備実績  
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〔 未整備人工林の間伐実施以外に今後検討し ていく 森づく り の取組み〕  

 ▶ 都市部自治体と の連携によ る 森づく り  

  〔 検討の視点〕・ 友好交流や CO2 削減の貢献に資する 森林整備に関する 協定を締結し

ている 近隣の都市部自治体を 中心に、 大阪府や都市部自治体の協力

を 得つつ、 アド プト フ ォ レ ス ト 制度の活用も 念頭に企業の森づく り

の可能性を探る 。  

  

▶ 有用な広葉樹の造成・ 育成によ る 里山林再生の森づく り  

  〔 検討の視点〕・ 現行の里山活力創造推進事業の継続実施と と も に、「 都市部自治体と

の連携によ る 森づく り 」 と 連動する かたちで、 都市部自治体や企業

等に有用な広葉樹の造成など に協力いただく ための適地の探索を 進

める 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ▶ ク リ 林の保全やマツ林の保全・ 再生に資する 森づく り  

  〔 検討の視点〕・ 町の独特な里山景観を 形成する ク リ 林の保全に向けては、 管理放棄

さ れたク リ 林・ 栗園と 栗栽培に意欲のある 都市住民等と のマッ チン

グ 活動を 担っ ている 関係団体の活動方向を 見据えて、 ク リ 林の保全

に資する 行政支援策を 検討し ていく 。  

          ・ 町内のマツ林については、 昭和 50 年代の松く い虫被害の拡大によ り

マツ 林自体が著し く 減少し 、 その後も 一部自然更新し ている マツ も

見ら れる も のの管理放棄さ れた状態にある こ と から 、 マツ タ ケ 生産

の復興も 視野に入れ、 不用木の伐採や地掻き など を 行う マツ 林再生

のモデルづく り について町内の適地での実施を検討する 。  

 

▶ 自然歩道沿線の環境改善につながる 森づく り  

  〔 検討の視点〕・ 府が令和 7 年度に府内の山岳エリ アの利用促進を目的と し て「 山のお

も てなし 基本構想」 を 策定さ れる が、 今後、 こ の構想を 基に府が進

める 自然歩道等の再整備など と 連携し 、 町内の自然歩道沿線での森

林環境の改善に資する 森林整備の必要性等について府と 協調し なが

ら 確認・ 点検し ていく 。  

 

▶ 森林の育成を阻害する 獣害の防止に有効な施策・ 事業を検討し ていく 。  

 ▶ 木材資源活用案を検討し ていく 。  

 

 

 
町内の管理さ れた栗園 

森林組合実施の有用広葉樹の植栽地（ 山辺地区）  里山活力創造推進事業の事業地（ 天王地区）  

事業実施前後 

事業実施後 
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前述の「 計画期間内に取組む森林整備」 において当該計画の期間内に町の森林環境譲与

税を活用し て進める 未整備人工林での間伐実施計画を示し ている が、 こ の 10 カ年間の計

画を前期 5 カ年、 後期 5 カ年に仕分けた計画については、 下の表 3 及び表 4 のと おり であ

る 。  

 表 3 前期 5 カ年の未整備人工林での間伐実施計画 

整備対象林班（ 地区）  整備内容 前期で実施する 理由等 

12（ 垂水）  間伐 ・ こ の 5 箇所については、 町内の未整
備人工林の中でも 防災効果や作業効
率など の観点から 優先度が最も 高い
と 判断 

・ 左記の林班について毎年度 10ha 程
度の間伐を実施 

54（ 柏原他）  間伐 

55（ 平通）  間伐 

56（ 山内）  間伐 

87（ 地黄）               間伐 

※本表は整理上の順に記載し ており 、 優先順位を 示すも のではあり ま せん。 施工順は関係者協議のう え適宜決定し ま す。  

 表 4  後期 5 カ年の未整備人工林での間伐実施計画 

整備対象林班（ 地区）  整備内容 後期で実施する 理由等 

43（ 大里他）  間伐 ・ こ の 5 箇所については、 町内の未整
備人工林の中でも 前期 5 カ年での計
画地に次いで防災効果や作業効率な
どの観点から 優先度が高いと 判断 

・ 左記の林班について毎年度 10ha 程
度の間伐を実施 

52（ 宿野）  間伐 

57（ 山内）  間伐 

73（ 下田尻）  間伐 

79（ 野間中）  間伐 

※本表は整理上の順に記載し ており 、 優先順位を 示すも のではあり ま せん。 施工順は関係者協議のう え適宜決定し ま す。  

未整備人工林での間伐実施にあたっては、 事業地の森林所有者の事業への同意を得る こ

と や事業地周辺の集落、 住宅地への事業実施に関する 周知等の取組みが必要と なる が、 毎

年度の事業実施前に行う 外部委託によ る 事業地の測量及び伐採木の選定等の作業と 事業の

詳細計画の作成と 併行し て関係者と の合意形成を図っていく 。  

ま た、 里山活力創造推進事業については、 前期 5 カ年の整備計画と し ては表 5 のと おり

である 。  

 

表 5 前期 5 カ年で里山活力創造推進事業の実施が見込める 場所等 

整備対象林班（ 地区）  整備内容 整備面積（ ha）  備 考 

32 林班（ 天王）  更新伐 毎年度 1ha 程度で 2 カ年度実施 
・ 33 林班については

ア ド プ フ ォ レ ス ト
の候補地と する  33 林班（ 天王）  更新伐 毎年度 1ha 程度で 3 カ年度実施 

 

里山活力創造推進事業では更新伐を実施し ている が、 アド プト フォ レ ス ト 制度によ り 企

業が植栽を行いたいと の希望が出さ れた場合には里山活力創造推進事業によ り 更新伐を実

施し た区域で植栽が可能と 見込ま れる 区域をアド プト フォ レ ス ト の対象地と する こ と も 検

討し ていく 。  

 

 

２ ． 前期 5 カ年と 後期 5 カ年の取組み 
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第６ 章 推進に向けて  

 

 

本森林整備実施計画の進捗管理については、 毎年度実施の各般の森林整備事業の実績の

把握と と も に、 事業実施効果を検証し つつ、 次年度の事業実施計画の立案に活かし ていく 。  

こ の際、 町内の森林整備をめぐ っては、 府が毎年度に実施する 府直営の森林整備事業の実

施内容と 調整が必要である こ と から 、 毎年度の年度当初と 夏頃を目途と し て年 2 回、 府北

部農と 緑の総合事務所と 「 森林整備事業関係調整会議」 を開催し 、 事業の内容や事業場所

等について確認、 調整を行う も のと する 。  

ま た、 本森林整備実施計画については、 基本 5 年ごと に計画内容の点検・ 見直し を行う

こ と と し 、 こ の見直し にあたっても 府と 見直し する 内容について情報提供する と と も に、

府直営の森林整備事業の動向等について教示いただき 、 必要があれば計画内容に反映し て

いく こ と と する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本森林整備実施計画において計画期間内で取り 組むこ と を視野に入れ、 事業化等につい

て検討し ていく 「 都市部自治体と の連携によ る 森づく り 」 や「 広葉樹の造成・ 育成によ る

里山林再生の森づく り 」、 さ ら には「 ク リ 林の保全やマツ 林の保全・ 再生に資する 森づく

り 」、  

「 自然歩道沿線の環境改善につながる 森づく り 」 については、 案件ごと に関係者が異なる

こ と や町においては技術的な知見も 乏し いこ と から 他の自治体や学識経験者、 民間企業、

森林組合をはじ め森づく り 活動を 実践する 団体組織など、 多様な主体と 連携し 、 事業化に

ついての検討を行っていく 必要がある 。  

こ のためには、 案件ごと に関係組織・ 団体等と の意見交換や技術的助言の取得が可能と

なる 体制の構築を 図る こ と が重要である こ と から 、 本森林整備実施計画策定後、 案件ごと

に連携・ 協力を 求めていく 関係組織・ 団体、 個人を選択する と と も に、 町と し ての取組の

方向性に関する 試案の作成に努める こ と と する 。  

 

１ ． 森林整備実施計画の進捗管理と 計画の点検・ 見直し  

２ ． 多様な主体と の連携の枠組みづく り  

〔 府と の「 森林整備事業関係調整会議」 の開催と 調整事項等〕  

 

 

 

 

 

 

 

年度当初（ 4 月～5 月頃）  

夏頃 

► 当該年度に実施する 事業の実施ス ケジュ ール 
► 事業内容の確認 

► 当該年度の事業進捗の確認 
► 次年度の事業実施内容（ 作業種、 規模、 実施場所、  

実施ス ケジュ ール等） の確認、 調整 

調整事項 開催時期 
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